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本研究の目的は、 学校規模が学力と向学校性に与える影響を捉えることにある。 学力の指標と して、 児童調査票のなか
に算数の問題を設けその成績を用いた。 一方、 向学校性とは児童の学校に対する肯定的感情をいい、 児童調査票の質問項
目への回答から向学校性を指標化した。 あわせて、 学校長調査から、 地域特性として、 学区の社会経済的豊かさを指標化
した。 調査は、2014年 7 月から9 月にかけて、4 市、64校、5656名の小学 5 年生の児童と64校の学校長を対象に実施され
た。 学力と向学校性を従属変数とし、 児童をレベル1 、 学校をレベル2 とするマルチレベル分析の結果は次の通りである。 
1 ) 学力、 向学校性ともに、 それぞれ級内相関は5.9%で比較的小さい。2 ) 学力は、 家庭環境と地域特性の影響を強く
受けおり、 向学校性は、 学校生活のなかでも、 特に学級への愛着の影響を受けている。 3 ) 学校規模が学力と向学校性に
与える影響については、 学区の社会経済的豊かさとの交互作用が見られた。 学校規模が700人を超えると、 たとえ、 学区
が社会経済的に豊かであったとしても、 学区の社会経済的豊かさが学力に与えるプラス影響は失われることになる。 しか
しながら、 学校規模が600人を超える学校でも、 学区の社会経済的豊かさが確保されているならば、 向学校性は十分に高
い。 学力と向学校生性に対して、 なぜ、 学校規模と学区の社会経済的豊かさの交互作用が正反対に作用するのかについて
考察がなされた。 
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1 . 研究目的
本研究の目的は、 学校規模が学力と向学校性に与える
影響を捉えることにある。 ここでの学力とは、 国語や算
数に代表される基礎学力のことをいう。 一方、 向学校性
とは児童の学校に対する肯定的な感情である。 これら二
つに学校規模がどのよう な影響を与えているのかを探る
のが本稿のねらいである。 そのために、A市、B市、C 
市、D市、計4 市の公立小学校64校の児童を対象として、
学力調査と学校生活意識調査を実施し、学校規模と学力、
学校規模と向学校性との関連を問うことにした。 学校規
模に注目するのは、 学校規模が学校の教育活動を規定す
る組織的文脈を創りだすと考えるからである。
学力の規定要因に関する研究については、 既に一定の
蓄積がある。 苅谷 ・ 志水(2004) は、 関西地区と関東地
区において、2 時点間の学力テストと児童生徒の生活状
況を調査し学力の変化と社会階層との関係に注目するこ
とで、 下位の階層で学力の遅滞が進行していることを明
らかにした。耳塚(2007) も、学力を規定する要因とし
て家庭的背景変数が重要であることを見出した。 ただ、
そこには地域差があることを指摘する。 北條(2011) も、
学力を強く規定しているのは家庭環境であり、 学校要因
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の影響は弱く、 しかし、習熟度別授業は数学と理科にお
いて有意であるとする。 学力を規定する要因が家庭的背
景にあるとされる一方で、 学校の教育効果に注目した研
究が存在する。 川口 ・ 前馬(2007) は、「効果のある学
校」 と認定された学校の特徴を分析し、 学校規範・ 教員
の働きかけ ・ 学級の雰囲気 ・ 家庭学習時間の長さ、 をあ
げている。 一方で、 学校がある地域の社会経済的特性に
言及した研究も存在する。山田(2009) や川口 (2009) 
はマルチレベル分析を用い、 学力の学校間分散は小さく、
学校以外の要因によって学力の違いが生み出されている
とする。 舞田(2008) は、 地域の社会経済的特性によっ
て学校の教育効果が異なるという仮定の下に、 各地域の
学力の実測値と期待値の乖離から、 社会経済的特性に恵
まれていないにもかかわらず成果を上げている地域では、
学校規模、 学級規模の値が低い傾向にあることを明らか
にした。
日本において、 学校の中で学力格差を解消する手段と
して着目されたのは、学校規模よりも学級規模の方であっ
た。 学級規模と学力の因果推定を行った先行研究として、
二木 (2012)、Akabayasi & Nakamura (2014)、 中室
(2017) 、 妹尾 ・ 北條 (2017) がある。 妹尾 ・ 北條
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(2017) は、 中学3 年生の国語と算数で学級規模縮小の
効果が見られると したが、 二木(2012)、Akabayasi & 
Nakamura (2014)、 中室 (2017) は、 学力に対する学級
規模縮小の普遍的効果は見い出せないとしている。 しか
しながら、二木(2012) と中室 (2017) は、学級規模の
縮小は、 二木によると数学の 「自信」 を高め、 中室は不
登校の減少に繋がるとした。
一方で、 学校規模については、 学校規模適正化という
政策課題を実現するための研究が進められてきた。 足立
区小 ・ 中学校改築計画検討委員会(1995) の報告が、 こ
れにあたる。 桑原(2000) の研究も、 学校・ 学級編制に
関わって規模の適正化を目指すことを意図し、学校規模・ 
学級規模の学習活動への影響を問題にしている。 ただし
この研究は、 学力テストには依拠しておらず児童生徒の
意識面からのア プロ ーチに と どま っ てい る。 葉養
(2010) を中心とする国立教育政策研究所による研究で
は、 学校規模が学年経営や教科指導、 学習行動、 生徒同
士の人間関係に与える影響を解明しよう としている。 こ
の研究は、 生徒の回答ではなく て、 学級担任が捉えた生
徒の行動の変化を拠り所にしていた。 近年の日本社会に
おいては、 児童生徒数の減少とそれに伴う学校統廃合の
現実化をうけ、 学校規模と学習活動の関連についての関
心は高い (' )。 にもかかわらず、 学校規模と学習活動の
関係についての研究は、 児童生徒の意識面については存
在するが、 学校規模と学力との関係については十分に捉
えきれていないのが実状である。
海外の研究に目を向けると、 学校規模と学力、 学校規
模と向学校性について、 おおよそ三つの研究が存在する。 - つは学校規模が学力に及ぼす影響を学校や学区の社会
経済的状況との関連で捉える研究であり、 二つは学校の
内部特性に注目した研究であり、 三つはパネルデータを
用いて2 時点間の変化から学校規模が学力に与える影響
を検証する研究である。
まず、 学校や学区の社会経済的状況に着目した研究で
ある。 フ レ ドキンと ニ コ シエア(Friedkin, N.E and 
Necochea, J., 1988) は、 学校規模と学区や学校のSES 
(Socio-Economic Status) が成績に与える影響を、 カリ
フォルニア州の3 学年、6 学年、 8 学年、12学年の児童
生徒を対象にして分析し、 次のような結果を見出してい
る。 学校規模とSESの交互作用項を加えた場合、SES 
は、学区レベルでは3 学年、 6 学年、 8 学年の学力に有
意なプラスの影響を学力に与えており、 学校レベルでは
6 学年と8 学年の学力に有意なプラスの影響を与えてい
た。 学校規模は、 学区レベルでも学校レベルでも学力に
対して有意なマイナスの影響を与えていた。 学校規模と
SESの交互作用項は、 学年が上昇するに従ってその影響
力は小さく なるものの、 学区レベルでも学校レベルとも
にプラスの有意な影響を与えていた。 つまり、 学校規模
が学力に与える影響は、 SESが低いところではマイナス
に作用するが、SESが高いところではプラスに作用する、
というのである。 ハウリー (Howley, C., 1996) は、 こ
の研究結果を、 ウエスト ・ ウ' ァー ジニア州において追試
している。 ウエス ト ・ ウ' ァージニア州は、 カリ フォルニ
ア州に比べて小規模校が多く、 学校数が減少している地
域である。3 学年、 6学年、 9学年、11学年を分析対象
と した結果、 ハウリーの研究においても、 フレ ドキンと
ニコシェアと同様な結果が見出された。 さらに、 ハウリー 
と ビツケル(Howley, C.B and Bicke1, R., 1999) は、
オハイ オ州、 ジ ョ ージア州、 テキサス州、 モ ンタナ州の
4 つの州でこの調査を実施し、 モンタナ州以外で学力に
対する学校規模とSESの交互作用が見られ、 貧しい地
域の小規模校と豊かな地域の大規模校で学力に対する恩
恵が得られていると した。
第二は、 学校の内部特性に注目したマルチレベル分析
である。 リー とロブ(Lee, V.E and Loeb, S., 2000) は、
大都市シカゴの公立小学校において、 学校規模が教師の
態度と児童生徒の学力に影響を与えるメ カニズムについ
て検討している。 シカゴ市内の教員と6 学年と8 学年の
児童生徒を対象とした分析の結果、 学校規模は教師の共
同責任についての態度と関連があり、 教師の共同責任へ
の態度の多寡が児童生徒の学力と関係しており、 学校規
模が子どもの学力と関連するのは教師の態度を通してで
あ る とす る。 ゴ ツ ト フ リ ー ド ソ ンと デイ ピエ ト ロ
(Gottfredson, D.C., and Dipietro, SM., 2011) は、 学校
において生徒が受ける被害はPT比が増えるに従って増
大し、規範的信念は個人が受ける被害を抑制するという。
第三は、 パネルデータを用いた縦断的研究である。 マ
クミ ラン(Mcmi11en, B.J., 2004) は、 学校規模と学力と
の関係を調べるために、 ノ ー スカロライナ州の公立学校
に在籍している3 ~ 5 学年、 6 ~ 8 学年、 8 ~ 10学年の
3 つのコー ホー トからなる国語と算数 ・ 数学の縦断的デー
タを基に、 学校規模と2 年前の成績との間には交互作用
があり、 現時点で規模が小さい学校に在籍している場合
に成績が改善されていること を示した。 ガー スヘンソ ン
とラングベイ ン(Gershenson, S., and Langbein, L., 2015) 
も、 ノースカロライナ州の14学年と15学年の生徒のパネ
ルデータを用いて、 学校規模が生徒の成績に与える影響
を推計している。 この研究によれば、 学校規模と生徒の
成績との間には直接的な因果関係はないが、 学習障害を
抱える生徒や経済的に困難な生徒にとっては、 学校規模
は学力にマイナスに作用すると した。
こう した、 海外の先行研究からすると、 学校規模が学
力と向学校性に与える影響を学区の社会経済的状況との
関連で捉えること、 単年度だけでなく てパネルデータを
用いた縦断的研究がなされる必要があることが示唆され
る。 確かに、 縦断的研究は、 学力と向学校性に及ぼす他
学校規模が学力と向学校性に与える影響
要因との因果関係を捉えることができる。 ただ、 パネル
データ分析には、 組織的要因を加味した分析ができない
という欠陥もある。 そこで本稿では、 まず、 単年度では
あるが、 日本の異なる4 つの地域の公立小学校を対象と
し、 マルチレベル分析を用いて、 学校規模が学力と向学
校性に及ぼす個人レベルと学校レベルの影響を捉えるこ
とにする。 その際、 先行研究で示されたよう に、 学区の
社会経済的状況を変数として加え、学校規模と学区の社
会経済的状況との交互作用が学力と向学校性に与える影
響をみる。 これまで、 学校規模が学力と向学校性に与え
る影響を十分に捉えることができていなかったのは、 学
区の社会経済的状況を考慮することへの認識が不足して
いたと考えるからである。 
2 . 分析枠組・ 調査対象者・ 変数
2.1. 分析枠組
本研究の主眼は、 学校規模が学力と向学校性に対して
与え てい る影響を捉え るこ と にあ る。 フ レ ドキ ン
(1988) らの研究結果からすると、 学校規模は単独で学
力や向学校性に作用するというよりも、 学区の社会経済
的状況によって学校規模が学力や向学校性に与える影響
に違いが出る可能性が高い。 本研究では、 学区の社会経
済的状況を把捉する指標をつく り、 学校規模、 学区の社
会経済的状況、学校規模と学区の社会経済的状況の交互
作用項の三者が学力と向学校性に及ぼす影響をマルチレ
ベル分析によって捉える。 そのうえで、 学校規模が学力
と向学校性に与える影響が学区の社会経済的状況によっ
て変化することを検証する。 学力と向学校性を従属変数
として扱うのは、 両者が学校生活の成果であると考える
からである。
分析は、 次のよう な手順で進める。 第一に、 学力を従
属変数とし、 独立変数の構成要因として、 性別、 学校生
活意識、 家庭生活に関わる変数を投入する。 次に、文脈
要因として、 地域特性変数と学校規模を含む学校組織変
数を投入する。 その後、 学区の社会経済的状況を指標化
した [学区の社会経済的豊かさ] と学校規模の交互作用
項を投入し、学力に有意な影響を与える変数を確認する。 
第二に、 向学校性を従属変数と して同様な分析を行う。 
そして第三に、 仮に、 学力と向学校性に対して、 学校規
模と [学区の社会経済的豊かさ] との間に交互作用があ
るとするならば、 なぜ交互作用が生じるのかを考察する。 
学力と向学校性に与える構成要因と文脈要因を弁別し、
かつ、 学力と向学校性に与える学校規模と学区の社会経
済的状況という文脈要因の影響を捉えるにはマルチレベ
ル分析が相応しいと考え、Statal4 を用いた解析を行う。 
2.2. 調査対象者
調査対象地域は、A市、B市、C市、D市の4 市であ
る。 いずれも、2014年度の人口が35万人以上の地方都市
で、 地域特性が学力に影響を与えるという先行研究の知
見をふまえ、 複数の調査地域を設定した。 調査は、 児童
調査と学校長調査からなる。 児童調査は、小学5 年生を
対象としており、 算数の学力を問う問題と向学校性を含
む学校生活に関わる意識調査からなる。 学校長調査は、
後述するように学区の社会経済的状況の指標を作成する
ために実施した。 2014年 7 月上旬に調査票を調査対象校
に送付し、同年7 月下旬から9 月上旬に両調査票を回収
した。児童調査の有効回答数は4 市64校の小学 5 年生児
童5656件で、学校長調査の有効回答数は各校校長からの
64件である。 
2.3. 使用する変数
学校規模、 学力、 向学校性、 学区の社会経済的豊かさ
についての基本概念を明示すると共に、 分析に用いる変
数について説明する。
2.3.1 学校規模
本稿では、 全校児童数を学校規模の指標とする。 表1 
は、 調査対象地域別にみた調査対象校の児童数を示す。 
調査対象校の児童数の最小が102人、 最大が1260人、 平
均は529人、 標準偏差は275.8である。
2.3.2 学力
児童調査票の最初にある算数の問題を15分で解答して
もらい、 この成績(全問正解で100点) をもって学力の
指標とした。 算数の問題のみに絞ったのは、 調査協力校
表 1 調査対象地域別調査対象校の学校規模
調査対象地口
学校規模 100 
~ 399人 
400 
~ 699人 
700 
~ 999人 
1000 
~ 1299人 合計 
学 校 数 
(校) 
A市 
B市 
c市 
D市 
5(33.3) 
1 (11.1) 
6 (30.0) 
11 (55.0) 
4(26.7) 
5 (55.6) 
9 (45.0) 
8 (40.0) 
3(20.0) 
1 (11.1) 
5 (25.0) 
1 (5.0) 
3(20.0) 
2 (22.2) 
0(0.0) 
0(0.0) 
15 (100.0) 
9 (100.0) 
20(100.0) 
20(100.0) 
合計 23 (35.9) 26 (40.6) 10(15.6) 5(7.8) 64 (100.0) 
調査対象 
児童数 
(人) 
A市 
B市 
c市 
D市 
190(12.6) 
58( 5.9) 
281 (15.8) 
503 (36.5) 
352 (23.3) 
413 (42.0) 
813 (45.6) 
721 (52.3) 
427 (28.3) 
130(13.2) 
690(38.7) 
156(11.3) 
539 (35.7) 
383 (38.9) 
0(0.0) 
0(0.0) 
1508 (100.0) 
984 (100.0) 
1784 (100.0) 
1380(100.0) 
合計 1032 (18.3) 2299 (40.7) 1403 (24.8) 922 (16.3) 5656 (100.0) 
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の負担を軽減するためである。 算数の問題は、 教科書の
差異や授業の進度による違いに配慮し、 前年度までに習っ
た内容から作成した(2)。 一元配置分散分析の結果、 4 
市の児童の算数の学力には0.1%水準で差があり、 その
平均値を示すと、B市 : 57.0点> A市 : 49.9点 ・ c 市 : 
48.9点> D市 : 45.4点となる。 調査対象者全員の平均点
は49.7点であった。
2.3.3 向学校性
向学校性とは、 学校生活意識の一つで児童の学校に対
する肯定的感情を示す指標である。 児童調査票への児童
の回答をもとに、 表2-1から表2-4に示すように学校生活
に関わる意識を主成分分析によって合成し、[積極的関
与 ] [責任感] [教師への信頼] [学級への愛着 ] [向学校
性 ] の 5 つを指標化した。 クロ ンバツクのα係数はい
ずれも0.8以上である。 
表2-1 主成分 [積極的関与] ( α係数= 0.838) 
調 査 項 日 成分 
34.前向きに物事を考えることができる。 
28. 自分からすすんで何でもやる。 
32.その場にふさわしい行動ができる。 
31 .先を見通して自分で計画を立てられる。 
30.クラスの友達のよいところをみつけることができる。 
11 .学級の友達から頼りにされている。 
29. 小さな失敗をおそれない。 
21 .授業中はすすんで発表している。 
33.すぐに友達をつく ることができる。 
0.74 
0.74 
0.71 
0.70 
0.66 
0.63 
0.61 
0.60 
0.58 
初期の固有値 3.98 
負荷量平方和 (%) 44.24 
表2-2 主成分 [責任感] ( α係数= 0.798) 
調 査 項 目 成分 
35. 自分にまかされた仕事はしっかりやる。 
22.係や当番の仕事を責任を持ってやっている。 
27.人の話をきちんと聞く ことができる。 
23.学校でよい成績をとれるように努力している。 
7.学校のきまりを守ろうと思っている。 
24.学校の宿題は必ずしていく。 
19.授業の内容をほぼ理解できている。 
0.76 
0.72 
0.71 
0.70 
0.62 
0.60 
0.60 
初期の固有値 3.20 
負荷量平方和 (%) 45.66 
表2-3 主成分 [教師への信頼] ( α係数= 0.804) 
調 査 項 日 成分 
37.担任の先生は、 なんでも相談にのってく れる。 
38 .先生の授業はわかりやすい。 
36.先生は私のよいところを見てくれている, 
40.先生は私たちのことを思って厳しく指導してくれる。 
39.私の学校の先生は元気がよい。 
0.80 
0.79 
0.78 
0.71
0.67 
初期の固有値 2.81 
負荷量平方和 (%) 56.35 
表2-4 主成分 [学級への愛着] ( α係数= 0.814) 
調 査 項 目 成分 
13. わたしの学級はまとまりがある。 
14.困っている子がいたら助けあうことができる。 
8. いまの学級はあたたかいと感じる。 
16. けんかやもめごとを自分たちで解決できる。 
17. わたしの学級は行事の時に一 致団結する。 
15.学級では素直に自分の意見をいうことができる 
18. わたしの学級は授業中は授業に集中している。 
0.76 
0.75 
0.72 
0.68 
0.67 
0.63 
0.61 
初期の固有値 3.33 
負荷量平方和 (%) 47.63 
表2-5 主成分 [向学校性] ( α係数= 0.806) 
調 査 項 目 成分 
3.いまの学校が好きだ。 
4.学校には、 楽しいことがたく さんある。 
5.わたしは、 わたしの学校を誇りに思っている。 
6. いまの学級が好きだ。 
4.学校に行きたく ないと思ったことはない. 
0.84 
0.80 
0.75 
0.75 
0.66 
初期の固有値 2.90 
負荷量平方和 (%) 57.96 
2.3.4 学区の社会経済的豊かさ
学区の社会経済的状況の指標として、 「学校周辺の地
価 (千円 / m2)」 と[学区の社会経済的豊かさ] の 2 つ
を用いる。「学校周辺の地価(千円 / m2)」 とは、 国土交
通省が2014年度公示した路線地価をもとにした土地代デー
夕 (http://www.tochidai.info/) に表示されている地価で
ある。 一方、[学区の社会経済的豊かさ] は、 校長によ
る学校評価に基づいている。 表3 に示すように主成分分
析によって要約し、[学区の社会経済的豊かさ] ( 3) と し
た。 クロ ンバツクのα係数は0.8以上であるので、 十分
に信頼に値する尺度である。 
表 3 主成分 [学区の社会経済的豊かさ」( α係数= 0.848) 
調 査 項 目 成分 
1.学校がある地域は経済的ゆとりがある。 
14.家庭での子どものしつけはできている。 
5 .保護者は学校に対して協力的である。 
11 .子どもは言葉で思いを伝えることが得意である。 
6.保護者は学校の教育に対して理解がある。 
13.他の学校にく らべると問題が少ない学校である。 
4 .保護者の学力保障に対する要求は高い。 
2.学校がある地域は安全である。 
0.80 
0.78 
0.75 
0.74 
0.70 
0.69 
0.62 
0.56 
初期の固有値 4.03 
負荷量平方和 (%) 50.32 
2.3.5 マルチレベル分析に使用する各変数の記述統計量
表 4 に示すのは欠損値のあるケースを除いたマルチレ
ベル分析に用いる各変数の記述統計量である。 分析に用
いる児童のケース数は、 全ての欠損値を除く と4987人と
なる。 従属変数として 「学力」 と[向学校性] を、 独立
変数の構成要因と して性別、 学校生活、 家庭生活(4) に
学校規模が学力と向学校性に与える影響
表 4 変数と記述続計量
変数 度数 平均 標準偏差 最小 最大 
従属変数 学力 (算数成績) [ 向学校性 ] 
4987 
4987 
50.57 
0.02 
23.4 
0.99 
0 
-3.85 
100 
1.14 
構成 
要因 
性別 性別(1:男子) 4987 0.51 0.50 0 1 
学校 
生活 
[積極的関与] 
[責任感] 
[教師への信頼] 
[学級への愛着] 
4987 
4987 
4987 
4987 
0.02 
0.02 
0.01 
0.01 
0.99 
0.99 
0.99 
0.99 
-3.38 
-4.85 
-4.34 
-3.80 
1.90 
1.30 
1.00 
1.72 
家庭 
生活 
家庭学習時間* 
ゲームやネッ トをする時間* 
通塾 (1:通塾) 
パソコン所有 (1:所有) 
習い事 (1:有) 
[居場所の連絡] 
友達と遊ぶ* * 
自分が住んでいる町が好き* * 
4987 
4987 
4987 
4987 
4987 
4987 
4987 
4987 
0.51 
0.35 
0.40 
0.89 
0.81 
0.01 
0.51 
0.66 
0.50 
0.48 
0.49 
0.31 
0.39 
0.99 
0.50 
0.75 
0 
0 
0 
0 
0 
-3.11 
0 
0 
1 
1 
1 
1 
1 
0.75 
1 
1 
文脈 
要因 
地域 
特性 
学校周辺の地価 (千円 / m) 
r学区の社会経済的豊かさl 
64 
64 
121.8 
0.00 
91.4 
1.00 
9 
-1.78 
313 
1.86 
学校 
組織 
学級規模 (学級児童数) 
学校規模 (全校児童数) 
181 
64 
32.4 
528.9 
20.7 
275.8 
17 
102 
40 
1260 
(注) [ ] は主成分分析による合成変数。 * を付した 「家庭学習時間」 「ゲームやネッ ト をする時間」 については、平日1 時間以上すると
した回答を1 、 1 時間未満すると した回答を0 とするダミー変数。**を付した 「友達と遊ぶ」 「自分が住んでいる町が好き」 については、
あてはまるという回答を1 、 あてはまらないという回答を0 とするダミー変数, 「性別」 「通塾」 「パソコン所有」 「習い事」 はいずれもダ
ミー変数である。
関わる変数を、 文脈要因のなかの地域特性変数と して 比べて1.9% ほどの説明力の上昇にすぎないが、 交互作
「学校周辺の地価 (千円 / m2) 」と [学区の社会経済的豊 用項が10%水準で有意である。 尤度比検定の結果は10%
かさ] を、 学校組織変数として 「学級規模」 と 「学校規 水準で有意で、 モデル4 はモデル3 に比べて当てはまり
模」 を用いる(5)。 がよい。 モデル4 について、 学力に影響を与えている変
3 . 学力に影響を与える要因
算数の成績を従属変数とし、 児童個人をレベル1 、 学
校をレベル2 とするマルチレベル分析を行った。 結果は、
表 5 に示す通りである。 モデル0では、 切片は48.8点、
学校間分散は32.69、 級内相関 (ICC) は5.9%である。
モデル1 では、 性別に加え、 学校生活意識の5 変数を
投入した。 モデル1 での学校間分散は、31.65である。 
モデル0 での学校間分散が32.69であるので、 (32.69- 
31.65) / 32.69 X 100= 3.18で、 モデル1 では、 学校間分
散の3.2 % ほどしか説明しない。
モデル2 では、 モデル1 で投入した変数に加え、 家庭
生活に関わる変数を投入した。 モデル2 の学校間分散は、
17.68である。 モデル0 と比較するとき、 モデル2 では、
学校間分散の45.9 % が説明される。 家庭生活に関わる変
数によって、 学校間分散の42.7%が説明されることにな
る o
モデル3 では、 構成要因に加え、 文脈要因に関わる変
数を投入した。 モデル3 では、 学力の学校間分散の
77.45%が説明されており、 文脈要因によって31.5%が説
明される。
モデル4 では、[学区の社会経済的豊かさ] と 「学校規
模」 の交互作用項を投入した。 モデル4 では、 学力に対
する学校間分散の79.4% が説明されている。 モデル3 に
数について確認する。
構成要因のなかで、 算数の成績にプラスの影響を与え
ているのは、「通塾」 「家庭学習時間」 「責任感」 「性別男
子」 「パソコン所有」 「習い事」 「居場所の連絡」 「積極的
関与」 である。 逆に、 算数の成績にマイナスの有意な影
響を与えているのは、 「友達と遊ぶ」 [学級への愛着 ] 
「ゲームやネットをする時間」 「自分が住んでいる町が好
き」 である。 この結果からすると、 小5の算数の成績に
影響を与えているのは家庭生活で、 学力は学校外での学
習時間の総和に比例し、 加えて、 教育にどれだけお金を
費やすことができるかという家庭の経済力や親の子ども
の教育への関心の程度と関わっているといえる。
学力と学校生活との関連について見ると、[責任感] 
が学力に対してプラスの影響を与えているのがわかる。 
[責任感] とは、「自分にまかされた仕事はしっかりやる」、
「係や当番の仕事を責任を持ってやる」 等から成る合成
変数である。 この結果を見ると、 学力には、自身が行う
べき役割と向き合いそれを受けとめることができる能力
が関係しているよう に思われる(6)。
一方で、[学級への愛着 ] は、 学力に対してマイナス
の影響を与えている。 通常、 学級への愛着が高まれば、
すなわち、 学級の凝集性が高まれば自ずと学力が高まる
と考えられている。 しかし、 ここで得られた結果は、 学
力と [学級への愛着] が乖離することを示している。 
須 田 康 之 水 上 丈 実
表 5 学力に関するマルチレベルモデルの比較
算数成績 モデル0 モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 
切片 
性別 (1 : 男子) 
[積極的関与] 
[責任感] 
[教師への信頼] 
[ 学級への愛着 ] 
[ 向学校性 ] 
家庭学習時間 
通塾 (1 :通塾) 
パソコン所有 (1:所有) 
習い事 (1:有) 
友達と遊ぶ 
自分が住んでいる町が好き 
[居場所の連絡] 
ゲームやネ ッ トをする時間 
48.84 0.79 *** 46.99 
4.76 
1.49 
6.39 
-0.18 
-2.62 
0.15 
0.85 
0.63 
0.46 
0.46 
0.40 
0.48 
0.43 
*** 
*** 
** 
*** 
*** 
34.59 
5.97 
1.02 
4.44 
-0.11 
-2.17 
0.57 
6.94 
8.35 
7.17 
4.20 
-5.92 
-1.15 
1.01 
-1.65 
1.33 
0.62 
0.45 
0.45 
0.38 
0.46 
0.43 
0.63 
0.63 
0.98 
0.78 
0.62 
0.68 
0.33 
0.66 
*** 
*** 
* 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
† 
** 
* 
28.58 
5.94 
0.97 
4.41 
-0.0g 
-2.02 
0.53 
6.89 
8.12 
7.06 
4.20 
-5.99 
-1.22 
1.03 
-1.62 
4.07 
0.62 
0.44 
0.45 
0.38 
0.45 
0.43 
0.63 
0.63 
0.98 
0.78 
0.62 
0.68 
0.33 
0.65 
*** 
*** 
* 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
† 
** 
* 
27.01 
5.93 
0.96 
4.40 
-0.11 
-2.06 
0.57 
6.90 
8.12 
7.07 
4.21 
-6.00 
-1.23 
1.03 
-1.63 
4.09 
0.62 
0.44 
0.45 
0.38 
0.46 
0.43 
0.63 
0.63 
0.98 
0.77 
0.62 
0.68 
0.32 
0.65 
*** 
*** 
* 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
† 
** 
* 
学校周辺の地価 (千円/m) 
[ 学区の社会経済的豊かさ] 
地域 
2. B市 
3. C市 
4. D市 
学級規模 ( 学級児童数) 
学校規模 (全児童数) 
[ 学区の社会経済的豊かさ] 
x学校規模 (全児童数) 
0.03 
1.08 
4.15 
1.37 
3.73 
0.02 
0.0009 
0.01 
0.50 
1.56 
1.69 
2.16 
0.12 
0.002 
** 
* 
** 
† 
0.04 
2.80 
5.29 
2.37 
5.17 
0.02 
0.0009 
-0.0029 
0.01 
1.10 
1.65 
1.73 
2.25 
0.12 
0.002 
0.002 
** 
* 
** 
* 
† 
Random Parameters 
学校間分散 (標準誤差) 
級内相関(ICC) (%) 
Proportional change in variance( % ) 
Log likelihood 
32.69 (6.88) 
5.9 
-25778.7 
31.65 (6.88) 
6.2 
3.18 
-23294.7 
17.68 (4.34) 
4.0 
45.92 
-22206.1 
7.37 (2.51) 
1.7 
77.45 
-22189.9 
6.75 (2.38) 
1.6 
79.35 
-22188.4 
***p<0. 001 **p<0. 01 *p<0. 05 †p<0. 1 
さて、 文脈要因についてである。 地域特性変数では、
「学校周辺の地価(千円 / m2)」 と[学区の社会経済的豊
かさ] が学力にプラスの影響を及ぼしていることがわか
る。 学校が位置する地域の学力への影響については、A 
市を基準にする時、B市とD市には、 学力の押し上げ
効果がある。 問題は、 学校規模が学力に対してどのよう
な影響を与えているかである。 [学区の社会経済的豊か
さ] と 「学校規模」 の交互作用について確認する。[学区
の社会経済的豊かさ] について言えば、 学校規模が仮に
0人の時、 [学区の社会経済的豊かさ] は学力を2.80点
上昇させる効果を持つ。 一方、 学校規模は、 学力に対し
て有意ではない。[学区の社会経済的豊かさ] と 「学校
規模」 の交互作用項は学力に対して10%水準で有意でマ
イナスに作用している。 すなわち、「学校規模」 が100人
増えると、[学区の社会経済的豊かさ] が学力に対して
持つ効果は、0.29点下がることになる。 表6 の [学区の
社会経済的豊かさ] が学力に及ぼす限界効果から明らか
になるように、[学区の社会経済的豊かさ] は学力に対
して、 学校規模が700人未満の学校ではプラスに作用す
るが、700人以上になると有意な影響をもたない。 
表 6 [学区の社会経済的豊かさ] が学力に及ぼす限界効果
交互作用項 dy/dx Delta-method 
Std.Err. p値 [学区の t会経済的豊かさl x 
学校規模 
0人 
100人 
200人 
300人 
400人 
500人 
600人 
700人 
800人 
900人 
1000人 
1100人 
1200人 
2.80 
2.51 
2.22 
1.94 
1.65 
1.36 
1.07 
0.78 
0.49 
0.20 
-0.0g 
-0.37 
-0.66 
1.10 
0.96 
0.82 
0.69 
0.59 
0.52 
0.49 
0.52 
0.59 
0.70 
0.82 
0.96 
1.10 
* 
** 
** 
** 
** 
** 
* 
n. s 
n. s 
n. s 
n. s 
n. s 
n. s. 
**p<0.01 *p<0.05 
4 . 向学校性に影響を与える要因
向学校性とは、 学校生活に対する肯定的感情を意味す
る。 表7 は、 向学校性に関する5 つのマルチレベルモデ
ルによる分析結果を示している。 モデル0 は、 切片が
0.007、 学校間分散が0.059、 級内相関 (ICC) が5.9%で
学校規模が学力と向学校性に与える影響
表 7 向学校性に関するマルチレベルモデルの比較
向学校性 モデル0 モデル1 モデル2 モデル3 モデル4 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 係数 S.E. p値 
切片 
性別 (1:男子) 
算数成績 
[積極的関与] 
[責任感] 
[教師への信頼] 
[ 学級への愛着 ] 
家庭学習時間 
通塾 (1:通塾) 
パソコン所有 (1:所有) 
習い事 (1:有) 
友達と遊ぶ 
自分が住んでいる町が好き 
[居場所の連絡] 
ゲームやネ ッ トをする時間 
.007 0.034 .003 
-.016 
.0002 
.125 
.077 
.234 
.394 
0.031 
0.020 
0.0004 
0.015 
0.015 
0.012 
0.014 
*** 
*** 
*** 
*** 
-.188 
-.029 
.0006 
.094 
.066 
.212 
.373 
.014 
-.045 
-.073 
.038 
.056 
.327 
.019 
-.064 
0.047 
0.021 
0.0005 
0.015 
0.015 
0.012 
0.014 
0.021 
0.021 
0.033 
0.026 
0.021 
0.022 
0.011 
0.022 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
* 
* 
** 
*** 
† 
** 
-.205 
-.030 
.0006 
.094 
.066 
.211 
.374 
.009 
-.048 
-.073 
.038 
.057 
.326 
.018 
-.063 
0.152 
0.021 
0.0005 
0.015 
0.015 
0.012 
0.014 
0.021 
0.021 
0.033 
0.026 
0.021 
0.022 
0.011 
0.022 
*** 
*** 
*** 
*** 
* 
* 
** 
*** 
† 
** 
-.1 18 
-.030 
.0006 
.094 
.066 
.212 
.376 
.009 
-.047 
-.074 
.037 
.058 
.326 
.014 
-.062 
0.143 
0.021 
0.0005 
0.015 
0.015 
0.012 
0.014 
0.021 
0.021 
0.033 
0.026 
0.020 
0.022 
0.018 
0.022 
*** 
*** 
*** 
*** 
* 
* 
** 
*** 
** 
学校周辺の地価 (千円/m) 
[ 学区の社会経済的豊かさ] 
地域 
2. B市 
3. C市 
4. D市 
学級規模 ( 学級童数) 
学校規模 (全児童数) 
[学区の社会経済的豊かさ] 
x 学校規模 (全児童数) 
.0002 
.032 
-.035 
.041 
-.083 
.003 
-.0001 
0.0004 
0.020 
0.062 
0.065 
0.084 
0.005 
0.0001 
† 
-.0004 
-.095 
-.118 
-.028 
-.189 
.004 
-.00012 
.00022 
0.0004 
0.039 
0.059 
0.062 
0.080 
0.004 
0.00008 
0.00006 
* 
* 
* 
*** 
Random Parameters 
学校間分散 (標準誤差) 
級内相関 (ICC) (%) 
Proportional change in variance(%) 
Log likelihood 
0.059 (0.013) 
5.9 
-7818.1 
0.020(0.005) 
3.9 
66.10 
-5540.7 
0.018 (0.004) 
3.7 
69.49 
-5218.8 
0.014 (0.004) 
2.9 
76.27 
-5213.5 
0.010(0.003) 
2.0 
83.05 
-5207.5 
***p<0. 001 **p<0. 01 *p<0. 05 †p<0. 1 
ある。
モデル1 では、 性別と算数の成績に加え、 学校生活に
関わる [積極的関与 ] [責任感] [教師への信頼] [学級
への愛着] の4 変数を投入した。 4 変数はいずれも有意
で向学校性に対してプラスの影響を与えている。 なかで
も、 影響力があるのは[学級への愛着 ] で、 これに 「教
師への信頼」 が続く。 モデル1 によって学校間分散の
66.1%が説明されることになり、 向学校性に対する学校
生活の重要性を確認できる。
モデル2 では、 モデル1 で用いた変数に加え、 家庭生
活に関わる変数を投入した。 モデル1 と比較する時、 説
明力は3.4%上昇しているにすぎない。
モデル3 では、 文脈要因に関わる変数を投入した。 
[学区の社会経済的豊かさ] が10%水準で有意である。
モデル4 では、[学区の社会経済的豊かさ] と 「学校
規模」 の交互作用項を投入した。 モデル4 は、 向学校性
に対する学校間分散の83.1% を説明しており、 モデル3 
と比べると6.8% 説明力が上昇する。 尤度比検定の結果
は0.1%水準で有意で、 モデル3 に比べてモデル4 の当
てはまりがよい。[学区の社会経済的豊かさ] と 「学校
表 8 [学区の社会経済的豊かさ] が向学校性に及ぼす限界効果
交互作用項 dy/dx Delta-method Std.Err. p値 [学区の :t会経済的豊かさl x 
学校規模 
0人 
100人 
200人 
300人 
400人 
500人 
600人 
700人 
800人 
900人 
1000人 
1100人 
1200人 
-.095 
-.073 
-.051 
-.029 
-.007 
.014 
.036 
.058 
.080 
.102 
.123 
.145 
.167 
.039 
.034 
.029 
.024 
.021 
.018 
.017 
.018 
.021 
.025 
.030 
.034 
.040 
* 
* 
† 
n. s 
n. s 
n.s 
* 
** 
*** 
*** 
*** 
*** 
*** 
***p<0.001 **p<0.01 *p<0.05 Tp<0.1 
規模」 の交互作用項について言えば、「学校規模」 が100 
人増加すると、[学区の社会経済状況] が向学校性に対
してもつ効果は0.022ポイ ント上昇し、[学区の社会経済
的豊かさ] が1標準偏差増加すると、「学校規模」 が向学
須 田 康 之 水 上 丈 実
校性に対してもつ効果は、0.00022 ポイ ント上昇するこ
とになる。 表8 の [学区の社会経済的豊かさ] が向学校
性に及ぼす限界効果からすると、[学区の社会経済的豊
かさ] は、 学校規模が600人以上の時に向学校性に対し
てプラスに作用する。 300人以上600人未満では有意では
なく、 学校規模が200人以下になると [学区の社会経済
的豊かさ] は向学校性に対してマイナスに作用する。 つ
まり、 学校規模が小さい時には、[学区の社会経済的豊
かさ] は向学校性に対しては意味を持たず、[学区の社
会経済的豊かさ] が低く ても十分に向学校性は高く なる
可能性をもつ。 社会経済的に苦しい学区では、 学校規模
は向学校性にマイナスに作用するが、 社会経済的に豊か
な学区では、 学校規模は向学校性にプラスに作用すると
考えることができる。 
5 . まとめと考察
何が、 学力差を生じさせているのか。 表5 からすると、
学力全体の分散に占める学校間分散の割合は、5.9 % で
小さい。 しかし、学校による学力差がないわけではない。 
調査結果からすると、 学力の学校間分散に影響を与えて
いるのは、 家庭生活と地域である。 家庭生活に関わる要
因、 すなわち、「通塾」 「家庭学習時間」 「パソコン所有」
「習い事」 によって学力の学校間分散の約43% を説明で
きる。 同様に、 学校がある地域特性によって学力の学校
間分散の約32 % が説明できる。
一方、 表7 から向学校性の級内相関は5.9%で、 向学
校性の学校間分散の約66 % が学校生活によって説明され
ていた。 深谷が 「学校の楽しさは学級の楽しさ」 (2003, 
p 75) であると指摘しているように、 今回の調査からも、
[学級への愛着 ] が向学校性に大きく関わっていること
を確認できる。
さて、 本稿の研究課題は、 学校規模が学力と向学校性
に与える影響を明らかにすることにあった。 調査から明
らかになった最も重要な知見は、 学校規模が学力と向学
校性に与える影響は、[学区の社会経済的豊かさ] との
関係で変化するという点である(7)。 しかも、 学力と向
学校性に与える学校規模と [学区の社会経済的豊かさ] 
の交互作用項は逆方向に作用している。 なぜ、 学力なら
びに向学校性に対して、 学校規模と [学区の社会経済的
豊かさ] の交互作用項の向きが異なるのであろうか。
学校規模は単独では学力に対して有意ではない。 しか
し、 結果として、学校規模と[学区の社会経済的豊かさ] 
の交互作用項は、 学力に対して10%水準ではあるがマイ
ナスに作用していた。 表6 で見たように700人を超える
学校では、[学区の社会経済的豊かさ] が学力に与える
プラスの影響が失われていた。 コールマンは、 「機会の
均等への接近は、 教育へのイ ンプッ トによって決まるの
ではなく て、 他の異なる影響に対する学校の影響の強さ
によって決まる。」 (Coleman, J.S., 1968, p 22) と述べ
る。 これの意味するところは、 結果と しての学力の平等
は、 教育資源のイ ンプッ トの平等によって決まるという
よりは、 学力をもたらす資源の力によるという ものであ
る。 表5 の結果からすれば、 学力に影響を与える主たる
要因は家庭的背景要因であった。 加えて、[学区の社会
経済的豊かさ] は学力に対してプラスに働いていた。 学
力を規定する学校の力が外部要因を凌駕しているならば、
児童数が多く ても他の要因を排除できる。 しかし、 結果
はそうはなっていない。 学校で学力を習得させるために
学習指導要領に定められた範囲内でのイ ンプッ トがなさ
れる中で、児童数が多い場合、 家庭的背景要因の分散が
高まる。 [学区の社会経済的豊かさ] は学力に対してプ
ラスに作用するものの、 児童数が多く なると児童の家庭
的背景が多様になるため、 学力に対する [学区の社会経
済的豊かさ] のプラスの効果は失われることになる。 そ
の限界値が、 本調査では700人であった。
フレ ドキンらアメ リ カにおける先行研究では、 学力に
対して、 学校規模と学区や学校のSES との交互作用項
はプラスに作用していた。 すなわち、SESが高い学校で
は学校規模は学力に対してプラスに作用し、SESが低い
学校では学校規模は学力に対してマイナスに作用する。 
フレ ドキンらの調査結果と本調査の調査結果が異なるこ
とをどのよう に考えればよいか。 アメ リ カの公立学校は
日本の学校に比べると多様性に富み、 学校間の格差が大
きい (赤木, 2017)。 それ故に、 社会経済的に困難な家
庭の児童生徒が集う学校では学校規模が大きく なること
によって学習指導に困難さを増す。 しかし、SESが高い
学校、 すなわち社会経済的に余裕がある家庭の児童生徒
が集う学校では学校規模が大きく てもその資源を活用し
て成果を上げることができる。 これに対して、 日本の場
合は、 学習指導要領によって学習内容が規定され教員の
質も保証されている。 このことは、 公立小学校において
は、 全国どこにいても同等な教育を受けられることを意
味する。 しかし一方で、 学力の規定要因としての学校外
の要因の占めるウイエイ トは高い。 それ故に、 大規模校
では多様な生徒を受け入れることになり、 たとえ[学区
の社会経済的豊かさ] が学力にプラスの影響を与えはす
るものの、 学力に与える家庭的背景要因のばらつきが大
きく なり、[学区の社会経済的豊かさ] が学力にプラス
の影響を与えるには限界があるという ことなのであろう。 
学習指導要領に準拠した学習内容のコアが明確である分、
学校外の要因が学力を大きく左右することになる。
一方、 向学校性について言えば、 マルチレベル分析の
結果は、 学校規模は単独では有意ではない。 しかし、 交
互作用項は向学校性に対してプラスに作用している。 表
8 から明らかなよう に、[学区の社会経済的豊かさ] が
確保されていれば、 たとえ学校規模が600人を超えても
学校規模が学力と向学校性に与える影響
向学校性は保たれる。 向学校性の規定要因としては、 表
7 から明らかなように学校生活が大きくかかわっていた。 
学力が学校外の要因に影響を受けるのに対して、 向学校
性は学校生活それ自体の影響を受けることになる。 それ
故、 たとえ600人を超えるような学校でも、 学校の中で
教師が子どと向き合い愛着ある学級を作り上げれば学校
は十分に楽し く なる可能性を持つ。 その前提と して、
[学区の社会経済的豊かさ] 、 すなわち、 子どもの生活基
盤が安定していることが不可欠となる。
学力と向学校性に与える学校規模と [学区の社会経済
的豊かさ] の交互作用項は、逆方向に作用していた。 向
学校性について言えば、 学校規模が大きく ても学区の社
会経済的豊かさが確保されていれば十分に向学校性は高
い。 学力について言えば、 学校規模が大きいと学区が社
会経済的に豊かでも学力を維持することに限界が生じる。 
なぜ、 学力ならびに向学校性に対する学校規模と [学区
の社会経済的豊かさ] の交互作用項の向きが反対になる
のか。 やはり、 これにも、 向学校性、 学力の主たる規定
要因が何であるかが関わっているものと思われる。 向学
校性の主たる規定要因は、 学校生活自体にあった。 従っ
て、 たとえ学校規模が大きく とも学校の取り組み如何に
よって十分に楽しい学校を作り出せることになる。 その
前提として、 子どもの生活の基盤が安定していることが
条件となる。 一方で、 学力については、 学校外の要因、
特に、 家庭的背景要因が及ぼす影響が大きい。 従って、
学校規模が大きく なると様々な家庭的背景要因を持つ子
どもが存在することになり、[学区の社会経済的豊かさ] 
が学力に与えるプラスの効果を抑制してしまう ことにな
る。
今回の調査結果は、 学校規模と[学区の社会経済的豊
かさ] の交互作用項が向学校性にはプラスに作用し、 学
力にはマイナスに作用するという ものであった。 これが
意味することは、 学校には、 学力の系と集団形成の系の
二つが存在し、 学校規模と学区の社会経済的豊かさの組
み合わせが、 両者に対して相反する作用を及ぼしている
ことを示唆するものである。
最後に、 今後の課題について3 点指摘しておきたい。 
第一 に、 学力に対する学区の社会経済的豊かさを介した
学校規模の影響がフレドキンらの先行研究と異なってい
た点である。 こ れについては、SESの指標に改良を加
え(8)、 学力に対して学校規模とSESの交互作用項がマ
イナスに作用するという現象が、 日本社会に特有の現象
なのかを検証する必要があろう。 第二に、 本研究は一時
点のみでの調査結果であるために、 学力や向学校性に関
連する要因を特定したに過ぎないのかもしれない。 この
問題を克服するためには、 パネルデータを収集し、 二時
点間での変化にどの要因が影響を与えているのか因果関
係を探る必要があろう。 そして第三に、 今回の調査結果
から、 向学校性を規定する [学級への愛着] と学力とが
乖離する現象が見られた。 このことは、 高い学力が学級
への愛着を保証するものでないと同時に、 たとえ学力が
低く とも学校の楽しさは保証できることを意味する。 学
力形成に学校外の要因が入り込むことを考慮し、学力と
向学校性の両方を高める方策を検討することが教育政策
上の重要な課題として存在することを指摘しておきたい。 
<注>
(1) 文部科学省 『学校基本調査報告書』 によると、 本調
査を実施した2014年の全国の児童数は660,0091人で、
この30年間での減少率は約42 % である。 小学校は2014
年には20,852校あり、 この30年間で4212校が閉鎖や統
合によって消減している。
(2) 問題は全部で6題で、 1 ) 計算問題 5 問 (正答率
63.6%)、2 ) 12桁の数の読み方 (同69.2%)、3 ) 四
捨五入 (同51.5%)、 4 ) 三角定規を重ねたときの角
度の計算 (同61.6%)、 5 ) 間違った計算をして求め
た結果から正しい計算をして解を求める問題 ( 同18.1
%) 、 6 ) ボールが入った箱の底面積を求める問題
(同17.1%)、 からなる。
(3) [学区の社会経済的豊かさ] という指標には、 経済
的豊かさのみならず、 家庭におけるしつけ、 保護者の
学校に対する理解などの社会関係資本の豊かさを含む。
この指標は、 学校長の主観的な学校評価ではあるが、
学校長へのイ ンタ ビューや学校周辺の様子を観察した
限り、 かなりの程度で学区の社会経済的状況を捉えて
いる。
(4) [居場所の連絡] は親子関係を示す指標である。 主
成分分析の結果は表 A l を参照のこと。 「友達と遊ぶ」
(「学校から帰って友達とよく遊ぶ」) は友人関係を示
す指標、 「自分が住んでいる町が好き」 ( 「私は私の住
んでいる町を気にいっている。」) は共同体との関係を
示す指標である。
表Al 主成分 [居場所の連絡] ( α係数= 0.773) 
調 査 項 目 成分 
6. お う ちの人は、 あなたが家にいない時、 あ 
なたがどこにいるか知つている。 
7. お家の人はあなたが家にいない時あなたが 
誰といっしよにいるか知つている。 
0.903
0.903 
初期の固有値 1.63 
負荷量平方和 (%) 81.49 
(5) 主要変数間の相関係数は表 A2 の通りである。 学校
生活意識にかかわる各変数間の相関は高いが、多重共
線性の問題を回避できる値である。
(6) [責任感] は、 ミ ツシェル(2015) の 「自制心」 や
ダツクワース(2016) の 「やり抜く力」 という非認知
的能力、 ライチェ ンとサルガニク(2006) がキー ・ コ
須 田 康 之 水 上 丈 実
表 A2 主要変数間の相関係数
変数 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 
1.学校規模 
2.学級規模 
3 . 学校周辺の地価 ( 千円 / m) 
4. [学区の社会経済的豊かさ] 
5.算数成績 
6.[積極的関与] 
7 . [ 責任感 ] 
8 . [教師への信頼] 
9 . [ 学級への愛着] 
10. [ 向学校性] 
1.000 
0.611 
0.491 
0.105 
0.095 
0.042 
0.026 
-0.055 
-0.020 
-0.029 
1.000 
0.288 
-0.011 
0.066 
-0.032 
-0.0004 
-0.041 
-0.032 
-0.027 
1.000 
0.287 
0.164 
0.026 
0.025 
0.010 
-0.021 
0.061 
1.000 
0.146 
0.026 
0.025 
0.010 
-0.021 
0.061 
1.000 
0.176 
0.239 
0.072 
0.069 
0.096 
1.000 
0.679 
0.411 
0.592 
0.505 
1.000 
0.424 
0.548 
0.477 
1.000 
0.561 
0.544 
1.000 
0.635 1.000 
ンピテンシー の一つとしてあげる 「自律性」 と共通す
る概念である。
(7) 学校規模の代理指標として全校児童数ではなく て全
校学級数を用いた場合にもマルチレベル分析の結果は
変わらない。
(8) フレ ドキンらはSESの指標と して、 3 学年と6 学
年については親の職業を担任から聞き取り、8 学年と
12学年については親学歴を生徒に回答させて用いてい
る。 
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